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当行の中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書については、金融商品取引法第193条
の2第1項の規定に基づき、有限責任あずさ監査法人の監査証明を受けております。

中間貸借対照表
(単位：百万円)

科目 2024年度中間期末
2024年9月30日現在

2025年度中間期末
2025年9月30日現在

(資産の部)
現金預け金 2,384,883 2,788,558 ※3

コールローン 42,867 53,145
有価証券 301,140 429,850 ※1,3

貸出金 1,540,805 1,719,212 ※1,2,4

外国為替 19,970 19,923 ※1

その他資産 40,916 43,186 ※1,3

有形固定資産 1,543 1,468 ※5

無形固定資産 11,784 15,292
前払年金費用 1,439 1,677
繰延税金資産 5,654 4,487
貸倒引当金 △990 △1,010
資産の部合計 4,350,016 5,075,792
(負債の部)
預金 3,596,688 3,774,711
コールマネー 400,000 730,000
債券貸借取引受入担保金 49,493 154,501 ※3

外国為替 1,534 2,186
信託勘定借 68,285 145,933
その他負債 50,012 57,384
未払法人税等 2,876 3,048
リース債務 18 16
資産除去債務 946 950
その他の負債 46,170 53,368

賞与引当金 1,223 1,305
役員賞与引当金 85 80
睡眠預金払戻損失引当金 856 805
負債の部合計 4,168,180 4,866,908
(純資産の部)
資本金 87,550 87,550
資本剰余金 85,553 85,553
資本準備金 83,350 83,350
その他資本剰余金 2,203 2,203

利益剰余金 7,885 32,649
利益準備金 80 80
その他利益剰余金 7,805 32,569
繰越利益剰余金 7,805 32,569

株主資本合計 180,988 205,752
その他有価証券評価差額金 △1,493 △3,282
繰延ヘッジ損益 2,340 6,413
評価・換算差額等合計 847 3,131
純資産の部合計 181,835 208,884
負債及び純資産の部合計 4,350,016 5,075,792
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2026年01月14日 14時44分 2ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



行
銀
託
信
Ｃ
Ｂ
Ｍ
Ｓ

中
間
財
務
諸
表

三井住友フィナンシャルグループ260

中間損益計算書
(単位：百万円)

科目 2024年度中間期
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

2025年度中間期
自 2025年4月 1 日
至 2025年9月30日

経常収益 60,088 62,789
信託報酬 2,908 3,510
資金運用収益 33,805 38,837
(うち貸出金利息) (24,010) (20,857)
(うち有価証券利息配当金) (427) (851)

役務取引等収益 9,437 11,793
その他業務収益 13,877 8,437
その他経常収益 58 210 ※1

経常費用 48,104 48,460
資金調達費用 24,236 23,002
(うち預金利息) (21,016) (20,260)

役務取引等費用 3,035 2,893
営業経費 20,808 22,463 ※2

その他経常費用 24 100
経常利益 11,983 14,329
特別損失 10 48
税引前中間純利益 11,973 14,281
法人税、住民税及び事業税 2,177 2,337
法人税等調整額 1,034 694
法人税等合計 3,211 3,031
中間純利益 8,761 11,249
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間株主資本等変動計算書
(単位：百万円)

2024年度中間期
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 87,550 83,350 2,203 85,553 80 △ 956 △876 172,226
当中間期変動額
中間純利益 8,761 8,761 8,761
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― 8,761 8,761 8,761
当中間期末残高 87,550 83,350 2,203 85,553 80 7,805 7,885 180,988

(単位：百万円)
2024年度中間期
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,461 7,921 6,459 178,686
当中間期変動額
中間純利益 8,761
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) △32 △5,580 △5,612 △5,612

当中間期変動額合計 △32 △5,580 △5,612 3,149
当中間期末残高 △1,493 2,340 847 181,835
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(単位：百万円)
2025年度中間期
自 2025年4月 1 日
至 2025年9月30日

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 87,550 83,350 2,203 85,553 80 21,320 21,400 194,503
当中間期変動額
中間純利益 11,249 11,249 11,249
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― 11,249 11,249 11,249
当中間期末残高 87,550 83,350 2,203 85,553 80 32,569 32,649 205,752

(単位：百万円)
2025年度中間期
自 2025年4月 1 日
至 2025年9月30日

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △2,974 6,661 3,687 198,190
当中間期変動額
中間純利益 11,249
株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) △307 △248 △556 △556

当中間期変動額合計 △307 △248 △556 10,693
当中間期末残高 △3,282 6,413 3,131 208,884
(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

区分 2024年度中間期
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

2025年度中間期
自 2025年4月 1 日
至 2025年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前中間純利益 11,973 14,281
減価償却費 1,477 1,943
貸倒引当金の増減額(△は減少) △52 △59
賞与引当金の増減額(△は減少) △1,237 △1,143
役員賞与引当金の増減額(△は減少) △55 △102
睡眠預金払戻損失引当金の増減額(△は減少) △89 △98
前払年金費用の増減額(△は増加) △230 △276
資金運用収益 △33,805 △38,837
資金調達費用 24,236 23,002
有価証券関係損益(△) △26 △31
為替差損益(△は益) 271 △61
有形固定資産処分損益(△は益) 0 33
無形固定資産処分損益(△は益) 9 14
貸出金の純増(△)減 656,434 △45,163
預金の純増減(△) △40,036 64,397
有利息預け金の純増(△)減 △30,681 △223,040
コールローン等の純増(△)減 10,897 △2,300
コールマネー等の純増減(△) △50,000 250,000
債券貸借取引受入担保金の純増減(△) △23,693 90,332
外国為替(資産)の純増(△)減 11,565 △1,183
外国為替(負債)の純増減(△) △130 686
未収信託報酬の純増(△)減 △1,152 △1,484
信託勘定借の純増減(△) △9,148 72,692
資金運用による収入 33,580 35,216
資金調達による支出 △26,984 △25,030
その他 3,162 △4,410
小計 536,283 209,376
法人税等の支払額 △6,007 △2,486
法人税等の還付額 284 226

営業活動によるキャッシュ・フロー 530,559 207,115
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △27,298 △104,750
有価証券の売却による収入 12,478 ―
有価証券の償還による収入 1,269 745
有形固定資産の取得による支出 △176 △190
有形固定資産の売却による収入 ― 9
無形固定資産の取得による支出 △2,413 △2,957
資産除去債務履行による支出 ― △58

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,141 △107,202
財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △4 △4
現金及び現金同等物に係る換算差額 △49 36
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 514,364 99,945
現金及び現金同等物の期首残高 1,623,686 2,127,787
現金及び現金同等物の中間期末残高 2,138,051 2,227,733 ※1
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注記事項 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

(重要な会計方針)
1.有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法(定額法)、その他有価証券については時価法(売却
原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のない組合出資金
等については主に移動平均法による原価法により行っておりま
す。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法
により処理しております。

2.デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
なお、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに関して金融資産
及び金融負債を相殺した後の正味の資産又は負債を基礎として、
当該金融資産及び金融負債のグループを単位とした時価を算定し
ております。

3.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産(リース資産を除く)
有形固定資産は、定額法を採用しております。また、主な耐用
年数は次のとおりであります。
建物 3年〜20年
その他 3年〜20年

(2)無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社
利用のソフトウエアについては、行内における利用可能期間
(主として5年)に基づいて償却しております。

(3)リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」
中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法により償却しております。

4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産及び負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を
付しております。

5.引当金の計上基準
(1)貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務
者(以下、「破綻先」という)に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者(以下、「実質破綻先」という)に係る債権について
は、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の
状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ
る債務者(以下、「破綻懸念先」という)に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額
又は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損
失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とし
た貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に
基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて
算定しております。
また、直近の経済環境やリスク要因を勘案し、過去実績や個社
の債務者区分に反映しきれない、特定のポートフォリオにおけ
る蓋然性の高い将来の見通しに基づく予想損失については、総
合的な判断を踏まえて必要と認められる金額を計上しておりま
す。
すべての債権は、自己査定基準に基づき、営業部門等の第一次
査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した審査部が
査定結果を審査したうえで、資産監査部署が査定結果を監査し
ております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ
いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と
認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額か
ら直接減額しており、その金額は348百万円であります。

(2)賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員
に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属する
額を計上しております。

(3)役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員(執行役員を含む、以下同じ)への賞与
の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう
ち、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

(4)退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し
ております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見
込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及
び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
過 去 勤 務 費 用 ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(11年)による定額法によ
り損益処理

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数(11年)による定
額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌事業年度から損益処理

(5)睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につい
て、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応
じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しておりま
す。

6.収益の計上基準
(1)収益の認識方法
顧客との契約から生じる収益(企業会計基準第10号「金融商品
に関する会計基準」の範囲に含まれる金融商品に係る取引から
生じる収益等を除く)は、その契約内容の取引の実態に応じて、
契約ごとに識別した履行義務の充足状況に基づき認識しており
ます。

(2)主な取引における収益の認識
顧客との契約から生じる収益について、各項目における主な取
引の内容及び履行義務の充足時期の判定は、次のとおりであり
ます。
信託報酬には、主に委託者から信託された財産の管理、運用業
務に係るサービスの対価として受領する手数料が含まれてお
り、信託設定時点、又はサービスが提供されている期間にわた
り収益を認識しております。
為替業務収益には、主に国内外の送金の手数料が含まれてお
り、関連するサービスが提供された時点で収益を認識しており
ます。
投資信託関連業務収益には、主に投資信託の販売及び記録管理
等の事務処理に係る手数料が含まれており、顧客との取引日の
時点、又は関連するサービスが提供されている期間にわたり収
益を認識しております。
生損保関連業務収益には、保険商品の販売に係る代理店手数料
が含まれており、顧客との取引日の時点、又は関連するサービ
スが提供されている期間にわたり収益を認識しております。
不動産関連業務収益には、主に不動産等の媒介に係るサービス
の対価として受領する手数料が含まれており、原則として対象
不動産の売買契約締結時に収益を認識しております。
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7.ヘッジ会計の方法
金利リスク・ヘッジ
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法
として、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針
第24号 2022年3月17日)に規定する繰延ヘッジを適用しており
ます。当該ヘッジについては、金利インデックス及び一定の金利
改定期間ごとにグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワ
ップ取引をヘッジ手段として指定しております。ヘッジ有効性評
価の方法については、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条
件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有
効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えて
おります。
個別ヘッジについても、当該個別ヘッジに係る有効性の評価をし
ております。

8.グループ通算制度の適用
当行は、株式会社三井住友フィナンシャルグループを通算親会社
とするグループ通算制度を適用しております。

9.中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、現金、無
利息預け金及び日本銀行への預け金であります。

(中間貸借対照表関係)
※1. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基

づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、中間貸借対
照表の「有価証券」中の社債(その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の
発行が有価証券の私募(金融商品取引法第2条第3項)によるもの
に限る。)、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及
び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに
注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価
証券(使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。)でありま
す。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 −百万円
危険債権額 213 百万円
要管理債権額 −百万円
三月以上延滞債権額 −百万円
貸出条件緩和債権額 −百万円

小計額 213 百万円
正常債権額 1,743,061 百万円
合計額 1,743,274 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更
生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に
陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であり
ます。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回
収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債
権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれら
に準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がな
いものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債
権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区
分される債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※2. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペー
ションの会計処理及び表示」(移管指針第1号 2024年7月1日)
に基づいて、原債務者に対する貸出債権として会計処理した参
加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、次のとおりであ
ります。
貸出金 283,739百万円

※3. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 154,843百万円

担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金 154,501百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、次のものを差し
入れております。
有価証券 44,586百万円
現金預け金 10百万円

また、その他資産には、保証金が含まれておりますが、その金
額は次のとおりであります。
保証金 1,806百万円

※4. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、
顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 258,320百万円
うち原契約期間が１年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの 236,198百万円

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付け
られております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め
ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて
契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

※5. 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであります。
減価償却累計額 2,296百万円

(中間損益計算書関係)
※1. その他経常収益には、次のものを含んでおります。

貸倒引当金戻入益 59百万円
※2. 減価償却実施額は次のとおりであります。

有形固定資産 130百万円
無形固定資産 1,813百万円

(中間株主資本等変動計算書関係)
発行済株式の種類及び総数に関する事項

(単位：千株)

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当中間会計
期間

増加株式数

当中間会計
期間

減少株式数

当中間会計
期間

末株式数
摘要

普通株式 3,418 − − 3,418

無議決権株式 900 − − 900

合計 4,318 − − 4,318
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)
※1. 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係
現金預け金勘定 2,788,558百万円
日本銀行への預け金を除く有利息預け金 △560,824百万円
現金及び現金同等物 2,227,733百万円

(リース取引関係)
1. ファイナンス・リース取引
(1)借手側
①リース資産の内容
(ア)有形固定資産
車両であります。

②リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「3．固定資産の減価償却の方法」に記載のと
おりであります。

2. オペレーティング・リース取引
(1)借手側
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未
経過リース料
１年内 61百万円
１年超 25百万円
合計 86百万円

(金融商品関係)
金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性
及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無

調整の)相場価格により算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に

観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算

定した時価
時価算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場
合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時
価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお
ります。

(1)時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：百万円)

区分
中間貸借対照表計上額

レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券

その他有価証券 29,673 29,258 − 58,931

資産計 29,673 29,258 − 58,931

デリバティブ取引 (*1)

金利関連取引 (*2) − 10,169 − 10,169

通貨関連取引 − 2,671 (*3) 0 2,671

デリバティブ取引計 − 12,841 0 12,841

(*1)その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま
す。
なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる項目につきましては、( )で表示しております。

(*2)ヘッジ会計を適用している取引となります。当該取引は、ヘッジ対象である貸出
金等のキャッシュ・フローの固定化のためにヘッジ手段として指定した金利スワ
ップ等であり、主に繰延ヘッジを適用しております。

(*3)当行ではレベル3に分類されるデリバティブを有しておりますが、他の金融機関
とカバー取引を行っているため、純額では0円となります。

(2)時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
コールローン、外国為替、コールマネー、債券貸借取引受入担
保金、信託勘定借は、短期間で決済されるものが大半を占めて
おり、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

(単位：百万円)

区分
時価 中間貸借対

照表計上額 差額
レベル1 レベル2 レベル3 合計

現金預け金 (*) 2,257,497 530,496 − 2,787,994 2,788,558 △ 563

有価証券

満期保有
目的の債券 338,938 25,642 − 364,580 369,879 △ 5,298

貸出金 1,719,212

貸倒引当金 (*) △ 997

− − 1,703,700 1,703,700 1,718,215 △ 14,514

資産計 2,596,435 556,139 1,703,700 4,856,275 4,876,652 △ 20,377

預金 − 3,774,665 − 3,774,665 3,774,711 △ 46

負債計 − 3,774,665 − 3,774,665 3,774,711 △ 46

(*)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、
現金預け金に対する貸倒引当金につきましては、重要性が乏しいため、中間貸借対
照表計上額から直接減額しております。

(注１)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資産
現金預け金
満期のない現金預け金については、当該取引の特性により、時価
は帳簿価額と近似していると想定されるため、帳簿価額をもって
時価としております。また、満期のある預け金については、期間
に基づく市場金利で割り引いた現在価値を算定するなどしており
ます。
現金及び日本銀行への預け金はレベル1に、その他の預け金は主に
レベル2に分類しております。
一部の預け金につきましては、デリバティブを内包する仕組預け
金となっており、一体経理するものにつきましては当該預け金の
取引先である金融機関から提示された時価評価額を基に時価を算
出しており、レベル2に分類しております。

有価証券
原則として、市場価格を基に算定した価額をもって時価としてお
り、主に国債及び地方債はレベル1、それ以外の債券はレベル2に
分類しております。
ただし、市場価格のない私募債等につきましては、将来キャッシ
ュ・フローの見積額を、無リスク金利に一定の調整を加えたレー
トにて割り引いた現在価値をもって時価としており、レベル2に分
類しております。また、市場価格のない投資信託につきましては、
基準価額をもって時価としており、レベル2に分類しております。

貸出金
変動金利による貸出金につきましては、原則として時価は帳簿価
額と近似していると想定されるため、当該帳簿価額をもって時価
としております。固定金利による貸出金は、原則として将来キャ
ッシュ・フローの見積額に対して、同様の新規貸出に適用される
レート等にて割り引いた現在価値をもって時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につき
ましては、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて貸倒見
積額を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対
照表計上額から貸倒引当金を控除した金額に近似しており、当該
価額を時価としております。
これらの取引につきましては、レベル3に分類しております。
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負債
預金
要求払預金につきましては、当該取引の特性により、中間決算日
に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしております。
定期預金については、期間に基づく市場金利等で割り引いた現在
価値をもって時価としております。一部の預金につきましては、
デリバティブを内包する仕組預金となっており、一体経理するも
のにつきましては当該預金のカバー取引先である金融機関から提
示された時価評価額を基に時価を算出しております。
これらの取引につきましては、レベル2に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引につきましては、金利関連取引(金利スワップ
等)、通貨関連取引(為替予約、為替スワップ、通貨オプション等)
であり、将来キャッシュ・フローの割引現在価値やオプション価
格計算モデル等により算出した価額をもって時価としており、取
引相手の信用リスク等を調整しております。観察可能インプット
を用いている場合又は観察できないインプットの影響が重要でな
い場合はレベル2としております。また重要な観察できないインプ
ットを用いている場合は、レベル3としております。

(注２)時価をもって中間貸借対照表価額とする金融資産及び金融負
債のうちレベル3の時価に関する情報

(1)重要な観察できないインプットに関する定量的情報

区分 評価技法 重要な観察できない
インプット インプットの範囲

デリバティブ取引
通貨関連 オプション評価モデル 為替ボラティリティ 9.30% − 41.75%

(2)期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損
益
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で0円
となることから、注記を省略しております。

(3)時価の評価プロセスの説明
当行は、時価算定統括部署にて時価の算定に関する方針、及び手
続を定めており、これに沿って時価を算定しております。算定さ
れた時価は、独立した検証部署にて、時価の算定に用いられた時
価評価モデル及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類
の適切性を検証しております。
時価評価モデルには、観察可能なデータを可能な限り活用してお
ります。なお、第三者から入手した相場価格を利用する場合にお
いては、時価評価に使用するインプットを用いて、当行にて再計
算した結果と比較等を行い、価格の妥当性を検証しております。

(4)重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する
影響に関する説明
ボラティリティ
ボラティリティは、インプットや市場価格が、一定期間が経過
した後にどの程度変化すると予想されるかを示す指標です。ボ
ラティリティは、過去の実績値又は第三者から提供された情
報、並びにその他の分析手法に基づいて推計されており、主
に、金利や外国為替相場等の水準の潜在的な変動を参照してい
るデリバティブの評価に用いられています。一般的に、ボラテ
ィリティの大幅な上昇(低下)は、時価の著しい上昇(下落)を生
じさせます。

(注３)組合出資金等の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適
用指針第19号 2020年3月31日)第5項及び「時価の算定に関
する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号
2021年6月17日)第24-16項に従い、金融商品の時価等及び
時価のレベルごとの内訳等に関する事項で開示している計表
中の「有価証券」には含めておりません。

(単位：百万円)

当中間会計期間

組合出資金等 1,039

(ストック・オプション等関係)
該当ありません。

(持分法損益等)
該当ありません。

(企業結合等関係)
該当ありません。

(資産除去債務関係)
資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しており
ます。

(賃貸等不動産関係)
該当ありません。

(収益認識関係)
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)

区分 当中間会計期間

経常収益 62,789

うち信託報酬 3,510

うち役務取引等収益 11,793

為替業務 159

投資信託関連業務 4,179

生損保関連業務 1,077

不動産関連業務 5,232

その他 1,144

(注)信託報酬は全事業部門から、為替業務はウェルスマネジメント部門から、投資信
託関連業務は主にウェルスマネジメント部門から、生損保関連業務はウェルスマ
ネジメント部門から、不動産関連業務はホールセール部門から発生しております。
なお、上表には「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年7
月4日)に基づく収益も含んでおります。

(セグメント情報等)
セグメント情報
1. 報告セグメントの概要
当行の報告セグメントは、当行の構成単位のうち分離された財務
情報が入手可能であり、取締役会や経営会議(エグゼクティブ・
コミッティ)が、経営資源の配分の決定や業績評価のために、定
期的に経営成績等の報告を受ける対象となっているものでありま
す。
それぞれの報告セグメントが担当する業務は以下のとおりであり
ます。
ウェルスマネジメ
ント部門

：国内の個人を中心としたお客さまに対応
した業務

ホールセール部門 ：国内の法人を中心とした不動産、証券代
行等に対応した業務

その他本社 ：上記各部門に属さない業務等
(注)2025年4月1日付の組織改定により、個人金融部門からウェルスマネジメ
ント部門へ名称変更しております。

2. 報告セグメントごとの利益又は損失の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「重要な会計
方針」における記載と概ね同一であります。
なお、資産につきましては、事業セグメント別の管理を行ってお
りません。
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3. 報告セグメントごとの利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

2025年度中間期
ウェルスマネ
ジメント部門 ホールセール部門 その他本社 合計

業務粗利益 27,576 5,872 3,234 36,682

営業経費 △ 7,891 △ 2,987 △ 11,281 △ 22,160

業務純益 19,685 2,884 △ 8,046 14,522

(注)損失の場合には、金額頭部に△を付しております。

4. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書
計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 2025年度中間期

業務純益 14,522

退職給付会計未認識債務償却 △ 233

与信関係費用 60

その他 △ 20

中間損益計算書の経常利益 14,329

(注)損失の場合には、金額頭部に△を付しております。

関連情報
1. サービスごとの情報
報告セグメントごとの情報と類似しているため、記載を省略して
おります。

2. 地域ごとの情報
(1)経常収益
当行は海外拠点を有しておりませんので、記載を省略しており
ます。

(2)有形固定資産
当行は海外拠点を有しておりませんので、記載を省略しており
ます。

3. 主要な顧客ごとの情報
(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 経常収益 関連する主な
報告セグメント名

株式会社三井住友銀行 11,762 その他本社

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
該当ありません。

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
該当ありません。

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
該当ありません。

(1株当たり情報)
1. 1株当たり純資産額及び算定上の基礎

1株当たり純資産額 48,375円18銭
(算定上の基礎)
純資産の部の合計額 208,884百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 −百万円
普通株式に係る中間期末の純資産額 208,884百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数 4,318千株

2. 1株当たり中間純利益及び算定上の基礎
1株当たり中間純利益 2,605円24銭
(算定上の基礎)
中間純利益 11,249百万円
普通株主に帰属しない金額 −百万円
普通株式に係る中間純利益 11,249百万円
普通株式の期中平均株式数 4,318千株

(注)潜在株式調整後1株当たり中間純利益につきましては、潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。

(重要な後発事象)
重要な後発事象について記載すべきものはありません。

2026年01月14日 14時44分 11ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



行
銀
託
信
Ｃ
Ｂ
Ｍ
Ｓ

中
間
財
務
諸
表

2025 中間期ディスクロージャー誌 269

有価証券関係 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

(1)満期保有目的の債券 (単位：百万円)
種類 2025年9月末

中間貸借
対照表計上額

時価 差額

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
るもの

国債 − − −
地方債 − − −
社債 − − −
その他 − − −
小計 − − −

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
ないもの

国債 214,357 211,854 △ 2,502
地方債 129,590 127,083 △ 2,507
社債 12,984 12,695 △ 289
その他 12,947 12,947 −
小計 369,879 364,580 △ 5,298

合計 369,879 364,580 △ 5,298

(2)その他有価証券 (単位：百万円)
種類 2025年9月末

中間貸借
対照表計上額

取得原価又は
償却原価

差額

中間貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
るもの

債券 − − −
地方債 − − −
社債 − − −
その他 2,714 2,689 24
外国債券 2,714 2,689 24
その他 − − −
小計 2,714 2,689 24

中間貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
ないもの

債券 47,401 51,768 △ 4,367
地方債 29,673 31,989 △ 2,316
社債 17,728 19,779 △ 2,051
その他 8,815 9,018 △ 203
外国債券 5,949 6,081 △ 132
その他 2,866 2,936 △ 70
小計 56,216 60,787 △ 4,570

合計 58,931 63,477 △ 4,545

(3)減損処理を行った有価証券
満期保有目的の債券及びその他有価証券(時価をもって中間貸借
対照表価額としていないものを除く)のうち、減損処理したもの
はありません。
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有価証券関係 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

(1)満期保有目的の債券 (単位：百万円)
種類 2024年9月末

中間貸借
対照表計上額

時価 差額

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
るもの

国債 − − −
地方債 5,000 5,004 4
社債 − − −
その他 − − −
小計 5,000 5,004 4

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
ないもの

国債 94,549 93,775 △ 773
地方債 124,574 123,541 △ 1,032
社債 12,979 12,915 △ 63
その他 − − −
小計 232,103 230,233 △ 1,870

合計 237,103 235,237 △ 1,865

(2)その他有価証券 (単位：百万円)
種類 2024年9月末

中間貸借
対照表計上額

取得原価又は
償却原価

差額

中間貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
るもの

債券 5,006 5,000 6
地方債 − − −
社債 5,006 5,000 6

その他 5,164 5,020 143
外国債券 5,164 5,020 143
その他 − − −

小計 10,170 10,020 150

中間貸借対照表計
上額が取得原価又
は償却原価を超え
ないもの

債券 45,925 48,092 △ 2,167
地方債 30,878 31,988 △ 1,110
社債 15,046 16,104 △ 1,057

その他 6,794 6,858 △ 63
外国債券 3,874 3,913 △ 39
その他 2,920 2,945 △ 24

小計 52,720 54,951 △ 2,231
合計 62,890 64,971 △ 2,080

(3)減損処理を行った有価証券
満期保有目的の債券及びその他有価証券(時価をもって中間貸借
対照表価額としていないものを除く)のうち、減損処理したもの
はありません。

2026年01月14日 14時44分 13ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



行
銀
託
信
Ｃ
Ｂ
Ｍ
Ｓ

中
間
財
務
諸
表

2025 中間期ディスクロージャー誌 271

金銭の信託関係 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

(1)満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

(2)その他の金銭の信託
(運用目的及び満期保有目的以外の金銭の信託)
該当ありません。

金銭の信託関係 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

(1)満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

(2)その他の金銭の信託
(運用目的及び満期保有目的以外の金銭の信託)
該当ありません。

その他有価証券評価差額金 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

中間貸借対照表に計上されている「その他有価証券評価差額金」の内訳は、次のとおりであります。
(単位：百万円)

2025年９月末
評価差額 △ 4,545
その他有価証券 △ 4,545

(+)繰延税金資産 1,263
その他有価証券評価差額金 △ 3,282

その他有価証券評価差額金 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

中間貸借対照表に計上されている「その他有価証券評価差額金」の内訳は、次のとおりであります。
(単位：百万円)

2024年９月末
評価差額 △ 2,080
その他有価証券 △ 2,080

(+)繰延税金資産 587
その他有価証券評価差額金 △ 1,493
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デリバティブ取引関係 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の
対象物の種類ごとの中間決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法
は次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

通貨関連取引 (単位：百万円)
区分 種類 2025年9月末

契約額等 時価 評価損益うち1年超
店頭 為替予約

売建 424,675 − 106 106
買建 427,944 − 2,564 2,564
通貨オプション
売建 88,406 14,374 △ 560 248
買建 88,406 14,374 560 △81

合計 2,671 2,838
(注)1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上してお

ります。
2.時価の算定は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価
額によっております。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象
物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方
法は次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

金利関連取引 (単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

種類 主なヘッジ
対象

2025年9月末
契約額等 時価うち1年超

原則的処理
方法

金利
スワップ

受取固定・
支払変動

預け金、
貸出金、
コールローン

397,152 181,989 1,176

受取変動・
支払固定

その他有価証
券、貸出金 261,590 261,590 8,993

合計 10,169
(注)主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基
づき、繰延ヘッジによっております。

デリバティブ取引関係 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の
対象物の種類ごとの中間決算日における契約額又は契約において定
められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法
は次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

通貨関連取引 (単位：百万円)
区分 種類 2024年9月末

契約額等 時価 評価損益うち1年超
店頭 為替予約

売建 523,149 − 375 375
買建 523,363 − △ 2,706 △ 2,706
通貨オプション
売建 62,033 12,914 △ 1,606 △ 632
買建 62,033 12,914 1,606 780

合計 △ 2,330 △ 2,182
(注)1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上してお

ります。
2.時価の算定は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価
額によっております。

2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象
物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方
法は次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自
体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

金利関連取引 (単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

種類 主なヘッジ
対象

2024年9月末
契約額等 時価うち1年超

原則的処理
方法

金利
スワップ

受取固定・
支払変動

預け金、
貸出金、
コールローン

257,314 153,399 1,233

受取変動・
支払固定

その他有価証
券、貸出金 296,348 296,348 5,781

合計 7,015
(注)主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基
づき、繰延ヘッジによっております。
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電子決済手段関係 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

該当ありません。

電子決済手段関係 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

該当ありません。

暗号資産関係 (2025年度中間期 自 2025年4月1日 至 2025年9月30日)

該当ありません。

暗号資産関係 (2024年度中間期 自 2024年4月1日 至 2024年9月30日)

該当ありません。
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